
 

 

 

平成 22 年５月 27 日 

        

受信障害対策共聴施設・集合住宅共聴施設の 

市区町村別ロードマップ（第２版）の公表 
 

総務省は、平成 23 年（2011 年）７月 24 日の地上デジタル放送の完全移行に向け、平

成 22 年３月末における受信障害対策共聴施設（ビル陰等）及び集合住宅共聴施設（マン

ション・アパート等）のデジタル化対応状況並びに目標(ロードマップ)を取りまとめま

した。 

このロードマップは、平成 21 年９月末の状況に基づいて平成 21 年 12 月に初版を公表

し、今回はその第２版です。今後も、半年ごとに更新し公表する予定です。 

 

ロードマップの概要 

（１）受信障害対策共聴施設のデジタル化対応状況（平成 22 年３月末） 

   全国約 6.3 万施設のうち、47.8％の約 3.0 万施設がデジタル化対応済です。 

   また、20.7％の約 1.3 万施設が、デジタル化計画を策定済です。 

（２）集合住宅共聴施設のデジタル化対応状況（平成 22 年３月末） 

   全国約 213.6 万施設のうち、77.3％の約 165.1 万施設がデジタル化対応済です。 

（３）受信障害対策共聴施設・集合住宅共聴施設のデジタル化対応目標 

平成 23 年３月末時点のデジタル化対応目標値を市区町村別に策定しています。 

 

 詳細については、別紙１（共聴施設デジタル化対応状況（平成 22 年３月末））、別紙２（受

信障害対策共聴施設ロードマップ（平成 22 年３月末））及び別紙３（集合住宅共聴施設ロ

ードマップ（平成 22 年３月末））を御覧ください。 

 

 総務省は、今後、デジサポ（総務省テレビ受信者支援センタ－）を中心とした共聴施設

デジタル化対応状況の確認及び促進活動について一層の強化を図るとともに、関係者と効

率的・効果的な取組を実施します。 

 

＜関連報道発表＞ 

・ビル陰やマンション等の地デジ化加速に向けて 「共聴施設デジタル化緊急対策（第２

次）」 の公表（平成 21 年 12 月２日発表）

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu09_000052.html 

 ・ビル陰やアパート等のデジタル化加速に向けた 「共聴施設デジタル化加速プログラム」

の公表（平成 22 年３月 11 日発表） 

  http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu09_000064.html 

 

【連絡先】        

情報流通行政局地上放送課        

デジタル放送受信者支援室          

担 当：佐々木室長補佐、加藤主査、柴田主査  

電 話：（代表）03-5253-5111（内線 5807）  

      （直通）03-5253-5807       

  ＦＡＸ：03-5253-5794    
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共聴施設デジタル化対応状況（平成２２年３月末）

○ 受信障害対策共聴施設のデジタル化率は 施設数で４７ ８％ 世帯数で約５１％ 「計画あり」を

【別紙１】

○ 受信障害対策共聴施設のデジタル化率は、施設数で４７．８％、世帯数で約５１％。「計画あり」を
加えると、施設数で６８．５％。

○ 集合住宅共聴施設のデジタル化率は、施設数で７７．３％、世帯数で約８１％。

受信障害対策共聴施設 集合住宅共聴施設
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対応済率：47.8％（施設数）、約51％（世帯数）
（目標値：22年3月末50％ 23年3月末90％）

対応済率：77.3％（施設数）、約81％（世帯数）
（目標値：22年3月末80% 23年3月末95％）

対応済 計画あり 計画未定又は未確認 対応済 未対応又は未確認

【注】「対応済」とは、以下のいずれかにより地デジ視聴が可能であると見込ま
れる施設

①総合通信局、デジサポ、放送局による現地確認等の情報
②ケ ブルテレビ事業者 不動産関係者等による現地確認等の情報

【注１】「対応済」とは、以下のいずれかにより地デジ対応が終了した施設
①デジタル化改修済（もとよりサイマル放送されている場合を含む）の施設
②施設廃止・個別受信移行について施設管理者より利用者に周知済の施設
③ケ ブルテレビ移行等により廃止済（平成21年４月以降）の施設

（目標値：22年3月末50％、23年3月末90％） （目標値：22年3月末80%、23年3月末95％）

②ケーブルテレビ事業者、不動産関係者等による現地確認等の情報

③ＮＨＫのシミュレーションにより、アナログ放送時の設備で受信可能と想定さ
れる地域の施設

③ケーブルテレビ移行等により廃止済（平成21年４月以降）の施設
【注２】「計画あり」とは、23年7月までに対応を終了する計画のある施設

【注３】施設を廃止する場合には、施設管理者からの周知に応じ、利用者がアン
テナ設置・ケーブルテレビ移行等の個別受信に移行する必要がある。
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受信障害対策共聴施設デジタル化の都道府県別状況（平成２２年３月末）

○ 関東・東海・近畿では 施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため 特に重点的な対応が必要○ 関東・東海・近畿では、施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため、特に重点的な対応が必要。

受信障害対策共聴施設の都道府県別デジタル化率対応済率
（施設数ベース）

（凡例） 50％…22年3月末目標値

対応済率50％以上

１００％

（施設数ベ ス）
対応済率50％未満

関東、東海、近畿は特に重点的な対応が必要
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【注】 横軸は、各都道府県の施設数を考慮したもの。
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集合住宅共聴施設デジタル化の都道府県別状況（平成２２年３月末）

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では 特に重点的な対応が必要。

対応済率

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では、特に重点的な対応が必要。

集合住宅共聴施設の都道府県別デジタル化率 対応済率80％以上

（凡例） 80％…22年3月末目標値

（施設数ベース）

１００％

南関東は特に重点的な対応が必要

対応済率80％未満

８０％

南関東は特に重点的な対応が必要
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【参考】 「対応済」には、ＮＨＫの電波シミュレーションにより受信可能と判断される施設を含む。なお、電波シミュレーションでは、アナログ放送と同一局からデジタル放送を受信する（開局予定を

含む）地域のように、ＵＨＦアンテナが適切な方向に向けて設置済であるため、特段の対応を要せずデジタル放送を受信できると想定される場合を対応不要としている。
横軸は、各都道府県の施設数を考慮したもの。



【別紙２】

都道府県 施設数
目標値
H23.3

割合
デジタル
化済数

割合 計画あり 割合 22年度
23年度
／未定

未定又は
未把握

割合
デジタル化
対応済率

デジタル
化済数

施設数

北海道 5550 5220 94% 3378 60.9% 772 13.9% 418 354 1400 25.2% 61.3% （ 3437 ／ 5609 ）
青森県 551 536 97% 268 48.6% 140 25.4% 92 48 143 26.0% 48.6% （ 268 ／ 551 ）
岩手県 382 374 98% 198 51.8% 114 29.8% 42 72 70 18.3% 52.5% （ 203 ／ 387 ）
宮城県 1223 1156 95% 519 42.4% 377 30.8% 145 232 327 26.7% 47.1% （ 628 ／ 1332 ）
秋田県 407 383 94% 202 49.6% 81 19.9% 31 50 124 30.5% 50.1% （ 206 ／ 411 ）
山形県 521 501 96% 355 68.1% 98 18.8% 62 36 68 13.1% 69.6% （ 380 ／ 546 ）
福島県 977 940 96% 439 44.9% 358 36.6% 154 204 180 18.4% 44.9% （ 439 ／ 977 ）
茨城県 474 442 93% 176 37.1% 196 41.4% 106 90 102 21.5% 39.1% （ 191 ／ 489 ）
栃木県 241 227 94% 147 61.0% 43 17.8% 15 28 51 21.2% 65.4% （ 178 ／ 272 ）
群馬県 646 595 92% 472 73.1% 96 14.9% 47 49 78 12.1% 74.7% （ 514 ／ 688 ）
埼玉県 2666 2427 91% 1210 45.4% 826 31.0% 454 372 630 23.6% 49.1% （ 1405 ／ 2861 ）
千葉県 1977 1808 91% 632 32.0% 763 38.6% 380 383 582 29.4% 37.6% （ 812 ／ 2157 ）
東京都 10468 9444 90% 4255 40.6% 2427 23.2% 1364 1063 3786 36.2% 42.5% （ 4595 ／ 10808 ）
神奈川県 3623 3288 91% 1359 37.5% 1140 31.5% 130 1010 1124 31.0% 46.2% （ 1941 ／ 4205 ）
山梨県 7 7 100% 4 57.1% 3 42.9% 1 2 0 0.0% 72.7% （ 8 ／ 11 ）
新潟県 783 783 100% 522 66.7% 175 22.3% 93 82 86 11.0% 66.8% （ 525 ／ 786 ）
長野県 167 167 100% 99 59.3% 53 31.7% 15 38 15 9.0% 66.8% （ 137 ／ 205 ）
富山県 406 372 92% 244 60.1% 88 21.7% 35 53 74 18.2% 60.4% （ 247 ／ 409 ）
石川県 729 663 91% 426 58.4% 168 23.0% 70 98 135 18.5% 59.1% （ 438 ／ 741 ）
福井県 253 232 92% 89 35.2% 136 53.8% 57 79 28 11.1% 37.2% （ 97 ／ 261 ）
岐阜県 440 440 100% 191 43.4% 137 31.1% 25 112 112 25.5% 50.2% （ 251 ／ 500 ）
静岡県 449 449 100% 167 37.2% 152 33.9% 18 134 130 29.0% 37.6% （ 170 ／ 452 ）
愛知県 3015 3015 100% 1138 37.7% 938 31.1% 141 797 939 31.1% 39.3% （ 1216 ／ 3093 ）
三重県 299 299 100% 152 50.8% 53 17.7% 1 52 94 31.4% 54.1% （ 173 ／ 320 ）
滋賀県 1035 1035 100% 347 33.5% 116 11.2% 66 50 572 55.3% 34.0% （ 355 ／ 1043 ）
京都府 2655 2655 100% 577 21.7% 100 3.8% 40 60 1978 74.5% 22.3% （ 595 ／ 2673 ）
大阪府 7718 7718 100% 3273 42.4% 437 5.7% 197 240 4008 51.9% 42.9% （ 3344 ／ 7789 ）
兵庫県 2838 2838 100% 1120 39.5% 324 11.4% 202 122 1394 49.1% 44.8% （ 1397 ／ 3115 ）
奈良県 809 809 100% 237 29.3% 44 5.4% 25 19 528 65.3% 30.9% （ 256 ／ 828 ）
和歌山県 308 308 100% 104 33.8% 38 12.3% 20 18 166 53.9% 36.6% （ 118 ／ 322 ）
鳥取県 51 51 100% 22 43.1% 27 52.9% 2 25 2 3.9% 46.3% （ 25 ／ 54 ）
島根県 82 82 100% 58 70.7% 21 25.6% 7 14 3 3.7% 71.1% （ 59 ／ 83 ）
岡山県 657 657 100% 346 52.7% 174 26.5% 9 165 137 20.9% 52.9% （ 349 ／ 660 ）
広島県 1081 1081 100% 601 55.6% 449 41.5% 196 253 31 2.9% 56.6% （ 626 ／ 1106 ）
山口県 308 308 100% 214 69.5% 73 23.7% 37 36 21 6.8% 69.5% （ 214 ／ 308 ）
徳島県 297 268 90% 129 43.4% 123 41.4% 32 91 45 15.2% 48.5% （ 158 ／ 326 ）
香川県 700 640 91% 487 69.6% 144 20.6% 25 119 69 9.9% 72.2% （ 552 ／ 765 ）
愛媛県 1739 1568 90% 846 48.6% 764 43.9% 73 691 129 7.4% 50.6% （ 913 ／ 1806 ）
高知県 372 340 91% 287 77.2% 67 18.0% 32 35 18 4.8% 80.4% （ 349 ／ 434 ）
福岡県 1852 1701 92% 1155 62.4% 459 24.8% 150 309 238 12.9% 63.9% （ 1234 ／ 1931 ）
佐賀県 154 146 95% 112 72.7% 38 24.7% 24 14 4 2.6% 73.2% （ 115 ／ 157 ）
長崎県 157 152 97% 140 89.2% 11 7.0% 5 6 6 3.8% 89.2% （ 140 ／ 157 ）
熊本県 317 293 92% 260 82.0% 35 11.0% 23 12 22 6.9% 82.4% （ 266 ／ 323 ）
大分県 64 58 91% 22 34.4% 36 56.3% 14 22 6 9.4% 40.0% （ 28 ／ 70 ）
宮崎県 176 161 91% 157 89.2% 12 6.8% 4 8 7 4.0% 89.4% （ 160 ／ 179 ）
鹿児島県 275 252 92% 185 67.3% 81 29.5% 15 66 9 3.3% 69.7% （ 207 ／ 297 ）
沖縄県 178 178 100% 65 36.5% 88 49.4% 12 76 25 14.0% 39.2% （ 73 ／ 186 ）
合計 60077 57067 95% 27386 45.6% 12995 21.6% 5106 7889 19696 32.8% 47.8% （ 29992 ／ 62683 ）
H21.4-9
廃止数

2,606 2,606

合計 62,683 29,992 47.8% 12,995 20.7% 19,696 31.4%

地域
北海道 5550 5220 94% 3378 60.9% 772 13.9% 418 354 1400 25.2% 61.3% （ 3437 ／ 5609 ）
東北 4061 3890 96% 1981 48.8% 1168 28.8% 526 642 912 22.5% 50.5% （ 2124 ／ 4204 ）
関東 20102 18238 91% 8255 41.1% 5494 27.3% 2497 2997 6353 31.6% 44.9% （ 9644 ／ 21491 ）
信越 950 950 100% 621 65.4% 228 24.0% 108 120 101 10.6% 66.8% （ 662 ／ 991 ）
北陸 1388 1267 91% 759 54.7% 392 28.2% 162 230 237 17.1% 55.4% （ 782 ／ 1411 ）
東海 4203 4203 100% 1648 39.2% 1280 30.5% 185 1095 1275 30.3% 41.5% （ 1810 ／ 4365 ）
近畿 15363 15363 100% 5658 36.8% 1059 6.9% 550 509 8646 56.3% 38.5% （ 6065 ／ 15770 ）
中国 2179 2179 100% 1241 57.0% 744 34.1% 251 493 194 8.9% 57.6% （ 1273 ／ 2211 ）
四国 3108 2816 91% 1749 56.3% 1098 35.3% 162 936 261 8.4% 59.2% （ 1972 ／ 3331 ）
九州 2995 2763 92% 2031 67.8% 672 22.4% 235 437 292 9.7% 69.0% （ 2150 ／ 3114 ）
沖縄 178 178 100% 65 36.5% 88 49.4% 12 76 25 14.0% 39.2% （ 73 ／ 186 ）
合計 60077 57067 95% 27386 45.6% 12995 21.6% 5106 7889 19696 32.8% 47.8% （ 29992 ／ 62683 ）

H21.4-9の廃止を含めた対応済率

受信障害対策共聴施設ロードマップ（平成２２年３月末）
市区町村別ロードマップの都道府県別合計（初版時点（H21.9末）の管理簿記載施設及び追記施設が対象）
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都道府県 施設数
H23.3
目標値

割合
デジタル
化済数

割合
デジタル化
未対応＋
未確認数

割合

北海道 124,195 124,195 100% 121,905 98.2% 2,290 1.8%
青森県 21,640 21,640 100% 21,470 99.2% 170 0.8%
岩手県 19,085 19,085 100% 17,855 93.6% 1,230 6.4%
宮城県 43,135 43,135 100% 40,550 94.0% 2,585 6.0%
秋田県 12,430 12,430 100% 12,400 99.8% 30 0.2%
山形県 12,450 12,450 100% 11,970 96.1% 480 3.9%
福島県 28,885 28,885 100% 27,240 94.3% 1,645 5.7%
茨城県 40,400 38,625 96% 19,135 47.4% 21,265 52.6%
栃木県 31,550 30,781 98% 24,630 78.1% 6,920 21.9%
群馬県 27,605 27,194 99% 23,220 84.1% 4,385 15.9%
埼玉県 125,045 118,913 95% 54,310 43.4% 70,735 56.6%
千葉県 97,780 93,052 95% 55,300 56.6% 42,480 43.4%
東京都 362,070 343,968 95% 178,395 49.3% 183,675 50.7%
神奈川県 187,190 177,900 95% 109,600 58.6% 77,590 41.4%
山梨県 11,255 11,015 98% 10,700 95.1% 555 4.9%
新潟県 27,070 27,070 100% 26,050 96.2% 1,020 3.8%
長野県 29,570 29,570 100% 26,885 90.9% 2,685 9.1%
富山県 8,955 8,955 100% 8,870 99.1% 85 0.9%
石川県 16,740 16,640 99% 16,315 97.5% 425 2.5%
福井県 8,225 8,125 99% 7,915 96.2% 310 3.8%
岐阜県 23,910 23,910 100% 21,475 89.8% 2,435 10.2%
静岡県 57,520 57,520 100% 54,610 94.9% 2,910 5.1%
愛知県 125,180 125,180 100% 101,750 81.3% 23,430 18.7%
三重県 19,930 19,930 100% 16,360 82.1% 3,570 17.9%
滋賀県 13,375 13,375 100% 13,365 99.9% 10 0.1%
京都府 36,210 36,210 100% 35,920 99.2% 290 0.8%
大阪府 134 070 134 070 100% 134 020 100 0% 50 0 0%
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大阪府 134,070 134,070 100% 134,020 100.0% 50 0.0%
兵庫県 80,170 80,170 100% 79,710 99.4% 460 0.6%
奈良県 13,610 13,610 100% 13,375 98.3% 235 1.7%
和歌山県 10,700 10,700 100% 10,605 99.1% 95 0.9%
鳥取県 5,155 5,155 100% 4,710 91.4% 445 8.6%
島根県 5,400 5,400 100% 5,390 99.8% 10 0.2%
岡山県 28,125 28,125 100% 28,125 100.0% 0 0.0%
広島県 45,340 45,340 100% 43,770 96.5% 1,570 3.5%
山口県 22,670 22,670 100% 20,200 89.1% 2,470 10.9%
徳島県 9,095 8,643 95% 6,040 66.4% 3,055 33.6%
香川県 12,880 12,880 100% 12,775 99.2% 105 0.8%
愛媛県 18,765 18,190 97% 13,020 69.4% 5,745 30.6%
高知県 7,655 7,283 95% 5,575 72.8% 2,080 27.2%
福岡県 91,105 90,010 99% 80,820 88.7% 10,285 11.3%
佐賀県 9,370 9,054 97% 5,990 63.9% 3,380 36.1%
長崎県 22,315 22,305 100% 21,995 98.6% 320 1.4%
熊本県 24,965 24,959 100% 24,915 99.8% 50 0.2%
大分県 18,925 18,915 100% 18,870 99.7% 55 0.3%
宮崎県 12,900 12,900 100% 12,845 99.6% 55 0.4%
鹿児島県 23,300 23,276 100% 22,870 98.2% 430 1.8%
沖縄県 28,390 28,390 100% 27,585 97.2% 805 2.8%
合計 2,136,305 2,091,798 98% 1,651,400 77.3% 484,905 22.7%

地域
北海道 124,195 124,195 100% 121,905 98.2% 2,290 1.8%
東北 137,625 137,625 100% 131,485 95.5% 6,140 4.5%
関東 882,895 841,448 95% 475,290 53.8% 407,605 46.2%
信越 56,640 56,640 100% 52,935 93.5% 3,705 6.5%
北陸 33,920 33,720 99% 33,100 97.6% 820 2.4%
東海 226,540 226,540 100% 194,195 85.7% 32,345 14.3%
近畿 288,135 288,135 100% 286,995 99.6% 1,140 0.4%
中国 106,690 106,690 100% 102,195 95.8% 4,495 4.2%
四国 48,395 46,996 97% 37,410 77.3% 10,985 22.7%
九州 202,880 201,419 99% 188,305 92.8% 14,575 7.2%
沖縄 28 390 28 390 100% 27 585 97 2% 805 2 8%
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沖縄 28,390 28,390 100% 27,585 97.2% 805 2.8%
合計 2,136,305 2,091,798 98% 1,651,400 77.3% 484,905 22.7%

【別紙３】
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